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【市立幼稚園概要】

【平成25年5月1日現在の各園の定員及び園児数・クラス数】
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【参考】

・市内には他に9つの私立幼稚園があります。計2,738人の定員に対し市内から2,130人の子どもが

通園しています。（市外からは472人）

市長マニフェスト □該当する　　■該当しない

◆3歳児から5歳児に対し、集団生活を通じて就学前教育を推進しており、教育に必要な消耗品

及び備品等の購入ならびに水道光熱費の支払等を行い、円滑な運営を図ります。

また、園児が安心して楽しく学ぶことができるよう、安全で衛生的な教育環境を維持します。
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①保育時間

実施の背景

　幼稚園とは、学校教育法（昭和22年3月31日法律26号）第22条により、「義務教育及びその後の基礎を

培うものとして、幼児を保育し、幼児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、その心身の発達を

助長することを目的とする。」学校です。よって、同法第5条により、「学校の設置者は、その設置する学

校を管理し、法令に特別の定めのある場合を除いては、その学校の経費を負担する。」ことから、市が市

立幼稚園の運営管理を担っています。

　また、私立幼稚園や保育園等に様々な事情で入園できない世帯に対し、市立幼稚園が受け皿的な役

割を担っている側面もあります。
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■直接実施

目　的

（何をどうしたい

か）

13.9 ％

対　象

（誰・何を対象に）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

授業料8,900円、給食費200円/1食、教材費等　約350円

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

人

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　）

公立幼稚園における園児に対する集団教育

対象者数（市内対象年齢児に対する割合）

平成20年度

根拠法令 無し

■自治事務　　□法定受託事務 担当課･係名

幼稚園設置目的である就学前教育を行うための園具・教具等を整備して教育環境の充実を図

り、園児の心身の発達に応じた教育を円滑に実施することを目的としています。

事

業

概

要

関連事業

（同一目的事業等）

事業内容

（手段、手法など市

民にわかりやすく説

明する）

※当該事業以下に※当該事業以下に※当該事業以下に※当該事業以下に

中･小事業がある中･小事業がある中･小事業がある中･小事業がある

場合は、事業費と場合は、事業費と場合は、事業費と場合は、事業費と

ともに記載ともに記載ともに記載ともに記載

実施方法

事業シート事業シート事業シート事業シート（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当部名 子育て健康部

加藤　浩明

事務事業名事務事業名事務事業名事務事業名 幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業

子ども課子ども係事務区分

計 1,001

8:30～14:30

②保育日(平成25年度) 1学期 4/9～7/19、2学期 9/2～12/20、3学期 1/7～3/24

③毎月保護者が負担する額

89

単位：人、()内はクラス数

86.780 3 86

264

園名

さくの幼稚園

3

2

3

10

196 6

9

51 2 5453

75

3

76 3

170

10

東栄幼稚園

安城北部幼稚園

安城幼稚園

256

94 3

2

3歳児 4歳児 5歳児 計 充足率(%)

275 10 828 30

245

289

59 86.7

158 6

82.7

9

2 55 2

事業番号事業番号事業番号事業番号 5555 平成25年度
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平成20年度

事業シート事業シート事業シート事業シート（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）（概要説明書）

事業開始年度事務事業名事務事業名事務事業名事務事業名 幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業幼稚園施設管理事業

事業番号事業番号事業番号事業番号 5555 平成25年度

単位当たりコスト

／

千円千円千円千円347,716347,716347,716347,716

人人人人 319,046319,046319,046319,046 38.4938.4938.4938.49

268,231

77,332

千円

授業料等

人件費

事業費内訳

（平成24年度分）

・賃金（臨時職員分：産休・育休・病休代替教諭、３歳児補助教諭、障害児加配教諭、用務員など）　46,658,992円

・需用費（消耗品費、水道光熱費など）　　　　　　　　　　　　　　　　　                    　12,621,885円

・役務費（電話料、ピアノ調律・クリーニング代など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　967,774円

・委託料（ゴミ収集委託料など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　157,749円

・使用料（コピー機・ＣＡＴＶ使用料など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　789,219円

・備品購入費（保育用教材、給食用ワゴン台など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  　 　1,184,085円

など

289,830289,830289,830289,83040.6840.6840.6840.68 人人人人

千円

千円千円千円千円

千円

千円千円千円千円

千円

千円千円千円千円

347,716347,716347,716347,716

人人人人千円千円千円千円千円千円千円千円

374,087374,087374,087374,087

千円

60

296,631

40.7740.7740.7740.77

学校教育研究委嘱校委託事業委託金（安城北部幼稚園）

千円

千円千円千円千円

活動実績

390,013390,013390,013390,013 382,005382,005382,005382,005千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円

60

390,013390,013390,013390,013

一般財源

38.12

国県支出金の内容

千円 千円

千円

60

【活動指標名】

公立幼稚園在園児童数

Ｈ22年度

37.90

千円千円千円千円

単位

／

昭和27年　安城幼稚園　開園

昭和41年　安城北部幼稚園　開園

昭和44年　さくの幼稚園　開園

昭和54年　東栄幼稚園　開園

9,814

総事業費

382,005382,005382,005382,005

Ｈ22年度

その他特財の内容

Ｈ24年度

千円千円千円千円

39.84

特記事項

(事業の沿革等)

コ

ス

ト

事業の自己評価

(今後の事業の方向

性、課題等)

地方債

その他特財

成果指標

事業費合計

比較参考値

（他自治体での類似

事業の例など）

事

業

実

績

国県支出金

人

千円77,396

千円

千円

千円

374,087374,087374,087374,087

79,485

304,613

Ｈ24年度

千円 57,886

Ｈ23年度

千円/人

単位

9,174

千円

42.3742.3742.3742.37

千円千円千円千円

- 97

公立幼稚園延べ入園児童数

／

※隔年実施

9,588

千円

総事業費総事業費総事業費総事業費

財源

内訳

財源合計財源合計財源合計財源合計

311,953

78,000

千円

306,998306,998306,998306,998

62,959

事

業

費

千円83,693 千円67,089

306,320306,320306,320306,320人人人人

25年度（予算） 23年度（決算） 22年度（決算）24年度（決算見込み）

-

【成果指標名】

事

業

成

果

第７次安城市総合計画において成果指標として定めたもので、幼稚園で実施する「幼児教育に

対する満足度」アンケートの結果、平成26年度時点で満足度93％以上を獲得することを目標と

している。

※アンケートは隔年実施のため24年度は実施せず、今年度（25年度）実施予定である。

成果目標

（指標設定理由等）

【幼稚園・保育園設置数】

・刈谷市（人口146,729人　3歳～5歳4,335人）公立幼稚園16園、私立幼稚園3園　※公私保育園13園

・西尾市（人口166,069人　3歳～5歳5,067人）公立幼稚園3園、私立幼稚園3園　※公私保育園36園

・豊川市（人口181,150人　3歳～5歳5,467人）公立幼稚園0園、私立幼稚園6園　※公私保育園48園

・小牧市（人口146,855人　3歳～5歳4,447人）公立幼稚園1園、私立幼稚園10園　※公私保育園19園

　平成21年度、平成23年度に実施した「幼児教育に対する満足度」アンケートでは、保護者の方からそれ

ぞれの93%、97%の満足度をいただきました。今後も園児が安心して幼稚園生活を送ることができるよう設

置者として努めていきます。

　今後の課題としては、幼稚園における「預かり保育」の実施や「認定こども園」化について、国の「子

ども・子育て支援新制度」を踏まえた検討が必要と感じています。なお、平成25年度には、現在の利用者

だけではなく、広く子育て世代に向け、「ニーズ調査」等を実施していきます。

Ｈ23年度

幼児教育に対するアンケート満足度 ％
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